
多様な雇用形態等に対応する障害者雇用率制度の在り方に関する研究会 

開催要綱 

 

 

１．趣旨 

 経済・産業構造の変化を背景として、労働者の就業意識とともに働き方も多様化する

傾向にある。働き方の多様化は、障害者にとって、就業場所や就業時間といった面での

選択可能性が広がることにより、社会参加の制約要因を克服し、就業機会の拡大をもた

らす可能性を有する点で、大きな意義を持つといえる。 

 近年、短時間労働者や派遣労働者の雇用全体に占める割合が高まっている中で、短時

間労働や派遣労働といった雇用形態への対応についても、障害者雇用促進の観点からさ

らに検討を進めることが必要である。また、週 20 時間未満労働やグループ就労といった

雇用・就労形態についても、個々の障害者の特性を踏まえて障害者雇用の促進を図ると

いう観点から、必要な支援策を講じていくことが求められている。 

 このため、関係者の参画する研究会を設け、多様な雇用形態等に対応する障害者雇用

率制度の在り方に関して検討を行うこととする。 

 

２．研究会の運営 

(1) 研究会は、厚生労働省職業安定局高齢・障害者雇用対策部長が、学識経験者、障害

者団体関係者、労働者団体関係者及び使用者団体関係者の参集を求め、開催する。 

(2) 研究会の座長は、参集者の互選により選出する。 

(3) 研究会の庶務は、厚生労働省職業安定局高齢・障害者雇用対策部障害者雇用対策課

において行う。 

 

３．参集者 

別紙のとおり 

 

４．開催時期 

平成１８年７月～ 

 

５．検討事項 

(1) 障害者の短時間労働について 

(2)  障害者の派遣労働について 

(3)  その他 
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